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１. 目 的
島根県立大学短期大学部が平成19年度から21年度
まで実施した文部科学省委託 ｢社会人の学び直しニー
ズ対応教育推進プログラム｣ 事業は､ 再チャレンジ
事業として本来資格・免許を生かして復帰する離職
者向けに企画されたリカレント教育事業であったが､
本学が実施した再教育講座の実際の第１期第Ⅱ期合
計受講申込者1,756人のうち､ 現職 (正規) 957人
(54.4%)､ 現職 (臨時) 304人 (17.3%)､ 離退職者468
人 (26.6%) であり､ 現職専門職者が全体の71.7%を
占めていた｡ さらに受講後の講座評価アンケートの
選択項目 ｢新しい知識を得ることができた｣ ｢自分
の免許・資格に関わる専門性を高めることができた｣
｢自分の免許・資格に関わる仕事上必要なことを学
んだ｣ で､ 圧倒的多数が ｢当てはまる｣ ｢とても当
てはまる｣ と回答しており､ 平成21年度までに実施
された文科省委託事業講座のほとんどが､ 専門職者
にとって､ これまで現場で研修されていない知識・
技能であったことがわかった｡
そこで､ 平成22年度は､ カンファレンス・プロジェ
クトと同時に行われた本調査により､ ｢子育て支援｣
現場に不足する新しい知識と技術の研修､ 現任者の
資質向上ニーズをより明らかにし､ 高等教育機関と
して､ 保健・栄養領域 (助産師・保健師・看護師・
栄養士・管理栄養士)､ 保育・教育領域 (保育士・
幼稚園教諭・通園通級指導者・特別支援学校教諭)
の専門性維持向上にいかに貢献すべきか､ 新たな専
門職ネットワークと現場研修体制の構築を目指して
検証を進めた｡
文部科学省委託事業の再教育プログラム開発研究
では､ ｢子育て支援｣ のための各コースの複合的な
カリキュラムを修得するに当たって､ 専門性にかか
わる受講前の学習および経験要因が履修結果の自己
評価に影響を残すことがすでに示されていた｡ ｢産
後うつケア・虐待予防｣ ｢食育実践指導｣ では､ 事
前に関係する研修をどのくらい受講したか､ とうい
う専門研修による知識・技能の積み重ねが受講後の
自己評価点に影響していた｡ ｢早期発達支援｣ では､
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｢障害児｣ 保育の経験がどの程度あるかが､ 受講後
の自己評価に影響していた｡ 障害児保育経験のない
保育士は受講後も､ 他の医療・教育専門職ほど講座
理解の自己評価が伸びないなど､ 養成課程の実習等
の教育内容にも問題がみられた｡ 現場の現在の研修
実態では､ このような学習・専門経験要因が考慮さ
れずに画一的に研修が実施され､ 結果的に期待され
た効果を生んでいない可能性もあり､ 研修ニーズ調
査と開発研究の結果の比較検証は､ 今後の島根県内
の研修体制活性化に大きく寄与するものと思われた｡
このような問題点を踏まえて､ 上述の ｢社会人の学
び直しニーズ対応教育推進プログラム｣ 事業の総括
として最終事業で実施した専門職ワークショップの
実施体制を引き継ぎ､ 島根県内の ｢子育て支援｣ 関
係者の研修推進をめざして､ ｢支援現場の研修はい
かにあるべきか｣ をテーマに領域横断的カンファレ
ンスを実施した｡ カンファレンスに先立ち､ 県内の
障害児の ｢親の会｣ 等の ｢子育て支援｣ を受ける立
場の方々による座談会を実施し､ 過去20年から10年
の間の ｢子育て支援｣ 関係機関のあり方､ 専門職連
携について､ どのような問題があったかを検討した｡
その検討結果と文科省委託事業の再教育プログラム
開発研究を比較検証する目的で､ 12月５日に協議会
開催を企画した｡
会議では､ 今後の専門職ネットワークに必要な研
修機能を､ シンポジウムと分科会討議で検討｡ シン
ポジウムでは､ ｢子育て支援｣ に関わる領域横断的
な職能について見直し､ 新たな地域貢献的専門職ネッ
トワークの構築をめざして協議することを目的とし
た｡ 前述の検討内容と協議結果を踏まえて､
 ｢子育て支援｣ 専門職におけるキャリア成長
モデル
 成長段階に応じた専門教育のあり方
 大学と専門職者の教育研究連携のあり方
を明らかにすることを目的とした｡
平成22年12月５日に行われた ｢しまね子育て支援
専門職カンファレンス｣ の参加者99名中の45名が参
加者調査に回答して､ ｢支援現場での研修はいかに
あるべきか｣ というカンファレンス・テーマに呼応
した｡ 参加やアンケートの結果をまとめた調査Ⅰは､
｢『子育て支援』 領域の専門職のキャリア段階別研修
実態とニーズに関する調査研究｣ として本学研究倫
理審査委員会において承認されている｡ 島根県内の
子育て支援専門職者の現在の研修実態と､ 専門職者
本人が認識する ｢本来あるべき研修｣ についてこの
調査から明らかにし､ 研修ニーズと実態の差異がど
こにあるのかについて検討する｡
調査Ⅰの対象者を含むカンファレンス申込者のう
ち､ 平成19年度から21年度までに実施した文部科学
省委託 ｢社会人の学び直しニーズ対応教育推進プロ
グラム｣ 事業の講座参加者中の現職者による講座の
効果に関する自由記述回答を､ 調査Ⅱとして分析す
る｡
２. 調査Ⅰ
１) 調査対象
上述の12月５日カンファレンス参加専門職者99名｡
このうち45名が配布した調査用紙に記入して回答し
た｡ 45名の専門免許・資格は助産師・保健師・看護
師等の ｢看護系｣ ５名､ 栄養士・管理栄養士等の
｢栄養系｣ ３名､ 保育士・幼稚園教諭等の ｢保育系｣
37名であった｡ カンファレンス会場で休憩時間に筆
記をもとめる調査であったため､ 後半の回答が不完
全なものが多く､ 半分以下の項目にしか回答してい
ないサンプルは予め分析対象からはずすことにした｡
削除したサンプルは､ 看護系回答１名､ 保育系回答
６名であった｡ 結果的に分析対象は､ 看護系４名､
栄養系３名､ 保育系31名の､ 計38名であった｡
２) 調査用紙
添付資料のとおり､ 質問項目は以下の13項目であっ
た｡ Ｑ１免許・資格 (複数回答可)､ Ｑ２最終学歴､
Ｑ３免許・資格職経験年数､ Ｑ４年齢､ Ｑ５性別､
Ｑ６現在の職種､ Ｑ７専門職キャリア５段階別 ｢子
育て支援｣ 研修回数・内容実態､ Ｑ８回答者の現在
のキャリア段階､ Ｑ９現在の ｢子育て支援｣ 研修回
数についての満足度 (４段階評定)､ Ｑ10現在の
｢子育て支援｣ 研修内容についての満足度 (４段階
評定)､ Ｑ11専門職キャリア５段階別にみた本来あ
るべき ｢子育て支援｣ 研修回数・内容､ Ｑ12 ｢子育
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て支援｣ 研修強化の必要なキャリア段階､ Ｑ13 ｢子
育て支援｣ 取得が望ましい免許・資格｡
３. 調査Ⅰの結果
１) 分析対象者の年齢
38名の分析対象者のうち､ 31名がＱ４年齢に回答
していた｡ 年齢の最大は58歳､ 最小は23歳であり､
平均は43.3歳であった｡
２) 分析対象者のキャリア段階
この調査では､ 専門職キャリア段階を５段階に分
けて質問している｡ 第１段階は､ ｢上司の助言・指
示を受けて､ 職務が実施できる｣ 新任スタッフであ
る｡ 第２段階は､ ｢自主的に判断・実行することが
求められ､ 自立して職務が実施できる｣ スタッフで
ある｡ 第３段階は､ ｢特定領域の担任・リーダーを
割り当てられた担当責任者｡ 困難事項の対応ができ
る｣ リーダー・シニアスタッフ・専任職である｡ 第
４段階は､ ｢現場管理者・現場責任者・現場職員の
代表｣ 師長・主任・教頭などである｡ 第５段階は､
｢管理者・責任者・組織全体の代表｣ 院長・所長・
園長・校長などである｡
38名の分析対象者のうち､ 31名がＱ８回答者の現
在のキャリア段階に回答していた｡ 図１のとおり､
第３段階の ｢リーダー・シニアスタッフ｣ が最も多
く､ このカンファレンス調査対象者が､ 年齢40代の
中堅リーダー専門職を中心とするグループであった
ことが分かった｡
３) 専門職キャリア５段階別研修回数
38名の対象者が回答したキャリア段階別の現在の
｢子育て支援｣ 年間研修回数は､ 平均値で､ 第１段
階1.89回､ 第２段階2.58回､ 第３段階2.12回､ 第４
段階2.88回､ 第５段階3.29回､ であり､ 年平均１回
から３回程度の研修に参加していることがわかった｡
所長の回数が最も多い｡
現在の研修内容についての満足度－この現在の専
門職研修実態について､ 回答者自身はどのように評
価しているのか｡ まず､ 38名の分析対象者のうち､
31名がＱ10現在の ｢子育て支援｣ 研修内容について
の満足度 (４段階評定) に回答していた｡ 図２のと
おり､ ｢どちらかというと役立っている｣ が最も多
く31名中19名 (61.2%)､ 次いで ｢大変役立っている｣
８名であり､ 両方をあわせて27名 (87.0%) が内容
が役立っているという肯定的回答を示した｡
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図１. 対象者の現在のキャリア段階
人
図２. 現在の ｢子育て支援｣ 研修の内容への満足度
人
図３. 現在の ｢子育て支援｣ 研修回数への満足度
人
４) 現在の研修回数についての満足度
38名の分析対象者のうち､ 34名がＱ９現在の ｢子
育て支援｣ 研修回数についての満足度 (４段階評定)
に回答していた｡ この結果は､ 図３のとおり､ ｢ど
ちらかというと不足している｣ が最も多く13名
(38.2％) あり､ 次いで ｢不足している｣ ９名 (26.4
％) と ｢その他｣ ９名 (26.4％) であった｡ ｢その
他｣ には ｢ちょうどよい｣ という意見が３名あり､
｢少ないが増加すると負担になる｣ が１名あった｡
｢どちらかというと不足している｣ ｢不足している｣
｢少ないが増加すると負担になる｣ を合わせると34
名中22名 (64.7%) であり､ ｢子育て支援｣ 研修の回
数には､ 不足を感じている専門職が多いことがわかっ
た｡
回答者中最も多かった ｢シニアスタッフ｣ の現在
の研修状況として具体的に上がっていたのは､ 例え
ば､ 看護師の場合､ ｢全国病児保育研究大会 (年１
回参加)｣､ 保育士の場合､ ｢中堅者研修 (年１回)
｢中堅研修､ 小１プロブレム､ 子育てネットワーク
等 (年２～３回)｣ ｢中堅研修､ 初級カウンセラー講
座､ 町保育研修 (年４回)｣､ 幼稚園教諭の場合､
｢虐待対応・特別支援教育－個別支援計画作成・ロー
ルプレイ等 (年３回)｣ ｢特別支援教育コーディネー
ター研修 (年２回)｣ ｢音楽・歌合奏指導 (年１回)｣
などであった｡
５) 研修強化の必要なキャリア段階
38名の対象者は､ 本来どのキャリア段階で研修強
化が必要と考えているのだろうか｡ Ｑ12の回答を見
ると､ 図４のとおり回答者の多くが集まる ｢第３段
階シニアスタッフ｣ が最も多かったが､ 次いで ｢第
１段階新任｣ ・ ｢第２段階スタッフ｣ が多く､ 若手
での研修強化が必要と考えられていることが分かっ
た｡
６) 本来あるべき研修回数
Ｑ７で専門職キャリア５段階別の ｢子育て支援｣
研修回数・内容の実態を質問し､ Ｑ11で本来あるべ
き ｢子育て支援｣ 研修回数・内容を質問した｡ 図５
のとおり､ 38名の対象者が回答した本来あるべき
｢子育て支援｣ 年間研修回数は､ 平均値で､ 第１段
階4.10回､ 第２段階3.00回､ 第３段階2.44回､ 第４
段階2.50回､ 第５段階2.25回､ であり､ 第１から第
３段階のキャリア段階では現在の研修実態より上回
る研修ニーズがあり､ 特に新任段階での研修ニーズ
が最も高いことが分かった｡
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図４. ｢子育て支援｣ 研修強化の必要なキャリア
段階
人
図５. ｢子育て支援｣ 年間研修回数の実態 (現在)
とニーズ (本来あるべき回数)
(平均値と標準誤差)
回
７) 本来あるべき ｢子育て支援｣ 研修の具体例
回答者が挙げた ｢子育て支援現場の体制上必要な
研修｣ の内容は以下のとおりであった｡
第１段階 (新任スタッフ) －コミュニケーション､
ロールプレイ・演習等を入れた研修､ 仕事の意義､
保育の技術､ 初任者としてのあり方､ 教諭としての
手立て､ 先輩教諭の事例研究への参加､ など｡
第２段階 (スタッフ) －他方面の研修､ ケース検
討会､ 教材研究､ 発達について､ 職務について､ 事
例検討会､ カウンセリング､ など｡
第３段階 (リーダー・シニアスタッフ・専任職な
ど) －中間職員研修､ 専門研修､ スキルアップと専
門性､ 子育て支援全般､ 特別支援教育､ カウンセリ
ング､ 発達スクリーニング､ 保護者への相談援助方
法､ 保護者対応､ 障害児保育知識､ スタッフ指導法､
中間管理職のあり方､ 保育研究､ など｡
第４段階 (師長・主任・教頭など) －中間職員研
修､ 専門研修､ 子育て支援の基本の再確認､ 職員の
意志決定方法､ 園経営､ 管理職研修､ 保育行政施策
研修､ 責任職務研修､ 地域の子育て支援､ など第５
段階 (院長､ 所長､ 園長､ 校長など) －管理職職員
研修､ 専門研修､ 専門以外の一般講師の管理職向け
講義を聞く､ 管理職としての基本､ 職員管理､ など｡
第４段階と第５段階の研修内容は､ ほぼ管理業務
研修であり､ 保育の基本に関わる研修は､ 第１段階
から第３段階に受けるべきと考えられていることが
分かる｡
第１段階では､ コミュニケーション､ ロールプレ
イ､ 保育の技術など､ 保育者が他の保育者の行動を
取り入れるため､ 実際に活動して学ぶ研修が必要､
と指摘されていた｡ これらの実習やインターンに匹
敵する活動を､ 図５のとおり年４回程度実施すると
いうのが､ 回答者の考える ｢本来あるべき第１段階
研修｣ であった｡
第２段階では､ 教材研究､ 事例検討会､ ケース検
討など､ 困難事例を中心に園内研修で定期的に実施
されるべき内容があげられていた｡ これらは子育て
支援現場の必須職務であると思われるが､ この職務
について指導を受ける研修を､ 図５に示すとおり年
３回程度実施するというのが､ 回答者の考える ｢本
来あるべき第２段階研修｣ であった｡
第３段階では､ 専門性をさらにアップさせるため
の､ 相談支援知識・技術に関する研修があげられて
いた｡ 保護者相談支援についての研修は､ この第３
段階のみであげられており､ ｢特別支援教育｣ ｢発達
スクリーニング｣ ｢障害児保育｣ 等は､ この第３段
階のスキルアップのために必要と指摘されていた｡
図５に示すとおり､ これらの研修を年２回半程度実
施するというのが､ 回答者の考える ｢本来あるべき
第３段階研修｣ であった｡
以上の ｢本来あるべき研修｣ についての調査結果
から､ ｢子育て支援｣ 職能は３段階で成長している
ものと考えられる｡
 第１段階 (新任スタッフ) －実習やインター
ンに匹敵する活動中心研修 (年４回程度)､
 第２段階 (スタッフ) －現場でのケース検討､
教材研究について指導をうける (年３回程度)､
 第３段階 (リーダー・シニアスタッフ・専任
職) －困難事例､ 保護者相談支援に関する ｢個
別の支援｣ ｢社会福祉援助技術｣ のスキルアッ
プ専門研修 (年２回半程度)｡ この第３段階ま
での研修が ｢子育て支援｣ 専門職の職能の基本
を学ぶ研修であり､ その後管理職研修が必要に
なると考えられる｡
８) 研修の必要性 (理由)
第１段階から第３段階までに必要な ｢子育て支援｣
者のための研修内容について､ なぜその段階で必要
なのか､ Ｑ12に対する回答は､ 以下のとおりであっ
た｡
第１段階 (新任スタッフ) －新任は仕事に慣れる
段階｡ つまずきが多いと思うので丁寧に支持してい
く必要がある｡
第１段階 (新任スタッフ) と第２段階 (スタッフ)
－保育士の専門職としての現場研修が必要､ 現場で
活用できることを研修する必要がある｡
第３段階 (リーダー・シニアスタッフ・専任職) －
現場と管理職の中間としてつなぎの役割が重要であ
るので､ その指導力の研修強化が必要｡ 現場での指
導者として第１段階・第２段階を指導するための研
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修が必要｡ 上と下に挟まれ､ それぞれ対して発信す
る必要がある｡ キャリアアップのための自己研鑚が
大切である｡
第１段階 (新任スタッフ) から第３段階 (リーダー・
シニアスタッフ・専任職) まで－発達支援に関わる
ことが多いので､ その方法を勉強すべきである｡
９) 専門職キャリアアップのための免許・資格
それぞれの回答者の専門領域で､ 取得が望まれる
免許・資格について､ ｢子育て支援｣ と関係ない場
合も含めてＱ13で質問した｡ その回答は以下のとお
りであった｡ 免許・資格の名称ではなく､ 関心領域
を示した回答が多かったが､ 研修ニーズ領域として､
そのまま示している｡
看護系の回答は１名であったが､ 不妊・小児救急・
骨盤ケア・ストーマ等を上げていた｡
保育系の回答は９名であったが､ カウンセリング
能力を高める研修､ 相談支援者になるための公的資
格､ 特別支援教育コーディネーターになるための免
許・資格研修､ 傾聴法､ カウンセリング法､ 救急処
置法､ 医療研修､ 障害児とのふれあい方､ 音楽療法
士 (３名)､ パソコン資格を上げていた｡
音楽療法士と回答した方が３名あったことに象徴
されるように､ 困難事例､ 保護者相談支援に役立つ
スキルアップを上げている回答が多かった｡ 回答者
の多くが､ 現在第３段階 (リーダー・シニアスタッ
ク・専任職) であったことが反映しているものと思
われる｡
４. 調査Ⅱ
１) 調査対象
上述の12月５日カンファレンス参加者99名のうち､
平成19年度から21年度までに実施した文部科学省委
託 ｢社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラ
ム (以下 ｢学び直し｣)｣ 事業の講座参加者は44名で
あった｡ このうち､ 現職の参加者の ｢学び直し｣ 講
座感想は､ 調査Ⅰの第３段階シニアスタッフ向けキャ
リアアップ専門研修効果を表すと思われるため､ こ
こでその概要をまとめる｡
２) 調査の方法
上述の12月５日間ファレンス参加申し込みはFAX
により行われたが､ その参加申し込み用紙に学び直
し講座修了者の意見記述欄があった｡ この自由記述
欄への回答をまとめ､ 研修効果を検討する｡ 自由記
述回答者は ｢学び直し｣ 参加者44名中30名､ うち現
職者22名 (看護系３名・栄養系３名・保育教育系16
名)､ 離退職者８名 (保育系８名) であった｡ 以下
結果のまとめでは離退職者を除いて現職者22名の回
答を取り上げている｡
５. 調査Ⅱの結果
１) 回答内容
平成19年度～21年度講座についての､ 現職者22名
(以下[１]から[22]まで) の感想､ 自由記述回答の
内容と､ 回答者属性の一部を記載する｡
[１]助産師 (現職) －MCGについて､ とても関心
をもっています｡ 母親たちとの関わりの中で､
傾聴すること､ 受け入れることについて､ 大き
な学びを得ました｡
[２]助産師 (現職) －時代の流れの新しいことを沢
山学び､ 本当に有意義な研修ありがとうござい
ました｡
[３]看護師 (現職) －現状や対応の方法など､ 今の
仕事 (病後児保育) にも生かすことができまし
た｡
[４]栄養士 (現職) －まわりの保護者への指導に役
立った｡
[５]栄養士 (現職) －授乳・離乳の支援ガイドにつ
いて､ 講座で詳しく解説していただき､ 今年度
より乳児の受入数が急増したが､ 保護者や園児
に対応する際に役立っています｡
[６]栄養士 (現職) －障害児施設で働いております
ので､ 発達につまずきのある子どもの支援につ
いて､ 知ることができました｡
[７]保育士 (現職) －発達検査等はもっと深く学ば
なければ現場で活用することはできないが､ こ
の研修で学んだ子どもたちへの支援については
参考になることが多いです｡ 現場に入ってしま
うと専門の学びの場が少なく､ (いつも園から
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研修に出られるとは限らないので)､ 自分で研
修に参加し､ 学ぶということがとても大事なこ
とだと思いました｡
[８]介護職員 (現職) －現在､ 救護施設の介護職員
ということで子育てには直接関係していません｡
利用者の方がほとんど40歳以上の高齢者 (精神
障害) の方ですが､ 幼児期をどのように過ごし
てこられたのだろうかと､ 常に考えさせられる
毎日です｡ 学習の機会を得たことは大変良かっ
たと思っております｡
[９]幼稚園特別支援員 (現職) －意識の中にはあり
ますが､ 直接役に立っているわけではないと思
います｡
[10]保育士 (現職) －大変勉強になり､ 仕事をしな
がら思い浮かべ､ 参考にさせていただいており
ます｡ 感謝の気持ちでいっぱいです｡
[11]スクールサポーター (現職) －今年度より､ ○
○小学校のスクールサポーターとして１年生の
クラスで子供達のサポーターをしています｡ 講
座で学んだことが役立っています｡ 保育園勤務
の時にわからなかった就学してからのこと､ 子
供の育ち､ 問題点等､ 考えさせられることの多
い日々です｡
[12]保育士 (現職) －昨年は20年ぶりに学生に戻り､
沢山学んだり､ 考えるきかっけを与えていただ
きました｡ 日々の慌しさの中にも､ 意識をしな
がら取り組むようにしています｡ ポーテージも
試してみたいと思っています｡ さて､ 今回の分
科会Ｃのテーマは関心の深いところです｡ ぜひ
参加したいと思います｡
[13]保育士 (現職) －どこがどのように役立ってい
るか､ 端的には伝えられないが､ 身近な場所で
研修できるよさがあった｡ 本を読むだけでは頭
に入らないことも解りやすかった｡
[14]保育士 (現職) －日々の保育で参考になってい
ます｡
[15]幼稚園教諭 (現職) －発達支援を行う上で､ と
ても役立っています｡
[16]保育士 (現職) －デンバー式発達判定法はとて
も勉強になった｡ 園で気になる子がいたため､
一緒に遊びながら判定法を使ってみた｡ 遅れが
分かり (苦手な部分) 通級等に結びつけること
ができた｡
[17]特別支援学校教諭・放課後児童クラブ (現職) －
ありがとうございます｡ とても役立っています
(現場で)｡
[18]幼稚園教諭 (現職) －幼児の気になる姿につい
て､ 園内で話し合う際に参考になっています｡
[19]保育士 (現職) －特別支援の担当になったので､
ソーシャルスキルや発達検査の内容､ 特に専門
コースに進んでからの内容が役に立っていると
思われます｡
[20]小学校支援員 (現職) －役立っています｡ 修了
後も案内をいただき勉強できる機会をいただき
嬉しく思います｡
[21]幼稚園教諭 (現職) －近年特に支援を要する子
供が増えており､ 保護者との接し方､ 伝え方な
どにも役立っている｡
[22]保育士 (現職) －知識として知るというより､
見方として変わったのではないかと思っていま
す｡
２) 現職者に役立った研修内容
以上の現職者22名の感想から､ 現場で役立つスキ
ルアップ研修の特徴をまとめた｡ ｢直接役立ってい
るわけではない､ 参考にしている[９][10]｣ といっ
た感想や､ 単に ｢役立っている[14] [17] [20]｣ といっ
た感想もあったが､ そのほかの回答は大きく３つの
系列に分けることができた｡
 保護者の相談支援に関する ｢個別の支援｣
｢社会福祉援助技術｣ のスキルアップ専門研修
として役立ったという回答
[１][４][５][21]
 困難事例に関する ｢個別の支援｣ ｢社会福祉
援助技術｣ のスキルアップ専門研修として役立っ
たという回答
[１][３][５][６][15] [16] [18] [19]
 専門性の拡大､ 子どもの見方の変化につながっ
たという回答
[２][６][７][８][11] [12] [13] [22]
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以上の系列をまとめると､ シニアスタッフの研修
が必要とする内容は､ 保護者支援の修得､ 困難
事例への対応方法の修得､ 専門性・見方の変化の
体験､ あると思われる｡ この３つの系列の研修効果
は､ 調査Ⅰでシニアスタッフの研修が必要とする内
容と対応していると思われる｡
６. 考 察
１) 調査ⅠⅡのまとめ
本調査は､ 島根県内の子育て支援専門職者の現在
の研修実態と､ 専門職者本人が認識する ｢本来ある
べき研修｣ について明らかにし､ 研修ニーズと実態
の差異がどこにあるのかについて検討することを目
的とした｡ 分析対象は､ カンファレンス参加者のう
ち看護系４名､ 栄養系３名､ 保育系31名の､ 計38名
であった｡ 本来どのキャリア段階で研修強化が必要
かについて､ 38名の回答者は､ ｢第３段階シニアス
タッフ｣ 次いで ｢第１段階新任｣ ・ ｢第２段階スタッ
フ｣ の段階での研修強化が必要と回答しており､ シ
ニアスタッフまでの若手での研修強化が必要と考え
られていることが分かった｡ また､ 専門職キャリア
５段階別の ｢子育て支援｣ 研修回数・内容の実態を
質問し､ 本来あるべき ｢子育て支援｣ 研修回数・内
容を質問したところ､ 第１から第３段階のキャリア
段階では現在の研修実態より上回る研修ニーズが示
された｡ 第４段階と第５段階の研修内容は､ ほぼ管
理業務研修であり､ 保育の基本､ 発達支援に関わる
研修は､ 第１段階から第３段階に受けるべきと考え
られていることが分かった｡
｢子育て支援｣ 専門職のキャリア成長段階に対
応した種類の異なる研修ニーズがあること､ 特に
シニアスタッフになるまでの３段階での研修ニーズ
が､ 専門職として現場での成長に必要な研修として
重要視されていること､ の２点が本調査より明らか
となった｡ さらに研修内容のニーズは以下のとおり
であった｡
第１段階 (新任スタッフ) では､ コミュニケーショ
ン､ ロールプレイ､ 保育の技術など､ 保育者が他の
保育者の行動を取り入れるため､ 実際に活動して学
ぶ研修が必要､ と指摘されていた｡ これらの実習や
インターンに匹敵する活動を､ 年間４回程度実施す
るというのが､ 回答者の考える ｢本来あるべき第１
段階研修｣ であった｡
第２段階 (スタッフ) では､ 教材研究､ 事例検討
会､ ケース検討など､ 困難事例を中心に園内研修で
定期的に実施されるべき内容があげられていた｡ こ
れらは子育て支援現場の必須の職務であると思われ
るが､ この事例検討や研究について指導を受ける研
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図６. ｢子育て支援｣ 専門職研修のあり方
修を､ 年間３回程度実施するというのが､ 回答者の
考える ｢本来あるべき第２段階研修｣ であった｡
第３段階 (シニアスタッフ) では､ 専門性をさら
にアップさせるための､ 相談支援知識・技術に関す
る研修があげられていた｡ 保護者相談支援について
の研修は､ この第３段階のみであげられており､
｢特別支援教育｣ ｢発達スクリーニング｣ ｢障害児保
育｣ 等は､ この第３段階のスキルアップのために必
要と指摘されていた｡ 第１段階や第２段階のスタッ
フのリーダーとして指導するためにも､ これらの研
修を年間２回半程度実施するというのが､ 回答者の
考える ｢本来あるべき第３段階研修｣ であった｡
シニアスタッフのためのキャリアアップ研修では､
保護者支援の修得､ 困難事例への対応方法の修
得､ 専門性・見方の変化の体験､ の３つの系列の
研修が必要とされることがわかった｡ この３つの系
列の必要性は､ カンファレンス参加申し込み者のう
ち ｢学び直し｣ 事業講座に参加した現職者22名の感
想からも裏付けられた｡ 本調査から明らかになった
｢子育て支援｣ 専門職研修のあり方を､ 図６に示す｡
２) 今後の ｢子育て支援｣ 専門職養成に向けて
現在､ ｢子育て支援｣ に関わる専門職養成課程の
再検討が国で進められ､ それに対応する形で各職能
団体がキャリアの成長モデルを構築し､ 現場でのス
テップアップ研修に取り組んでいる｡ 以下の各職種
の研修システムが､ 今後､ 島根県内でどのように構
築されていくか､ この点についても本調査結果を踏
まえて､ 注目していく必要がある｡
公益社団法人日本看護協会では､ 高度化・専門分
化が進む医療現場における看護ケアの広がりと看護
の質向上を目的に､ 資格認定制度を発足させている｡
現在､ 専門看護師､ 認定看護師､ 認定看護管理者の
3つの資格を出している｡ 1996年に専門看護師が初
めて誕生し､ 1997年に認定看護師が､ 1999年に認定
看護管理者が誕生している｡ このうち認定看護師は､
特定の看護分野において､ １) 実践：個人､ 家族及
び集団に対して､ 熟練した看護技術を用いて水準の
高い看護を実践する､ ２) 指導：看護実践を通して
看護職に対し指導を行う､ ３) 相談：看護職に対し
コンサルテーションを行う､ といった専門役割に向
けての研修を必修としている｡ 平成22年２月現在特
定されている分野は21分野である｡ 今後は､ 地域医
療の水準維持と向上のために､ 新たな専門研修を現
場での成長にいかに結びつけるかが問われるであろ
う｡
社団法人日本栄養士会では､ 現場の管理栄養士・
栄養士が､ 最新の栄養管理・栄養指導等を国民に提
供できるだけの資質の向上を求められていることを
考慮し､ 卒業後教育の基盤的事業として､ 生涯学習
制度､ 特定分野認定研修制度を設置している｡ また､
専門管理栄養士認定制度を準備中である｡ このうち､
特に生涯学習制度はすべての会員に必要な単位制の
卒後教育であり､ 各都道府県栄養士会で､ ５年間60
単位 (必須７単位を含む) 以上取得しているかを確
認後､ ５年間ごとに４サイクル (４段階) の色分け
された修了証明書が発行されることになっている｡
２サイクル目以降からは､ 必須科目のテーマの中の
トピックスとして､ 各自が選択設定したテーマにつ
いてレポートを提出するか､ あるいは生涯学習研修
会や各都道府県の栄養改善学会等で講師や発表をす
ることが求められ､ 現場での成長が体制化されてい
る｡
社会福祉法人全国社会福祉協議会・全国保育士会
は､ 平成19年３月に ｢保育士の研修体系｣ 検討特別
委員会報告書 ｢保育士の研修会系―保育士の階層別
に求められる専門性－｣ を発表し､ その中で､ 保育
所長以外の保育士を ｢初任者｣ ｢中堅職員｣ ｢リーダー
的職員｣ ｢主任保育士｣ の４段階に分けた階層性の
研修体系を示している｡ 平成22年２月26日の第５回
保育士養成等検討会では全国保育士会から保育士の
キャリアアップについて､ ｢領域別の専門保育士｣
とジェネラリストとしての ｢主任保育士｣ について､
研修修了や認定試験などを条件に認定資格取得をさ
せる資格認定制度案が示されている｡ 同じく幼児期
の保育にあたる幼稚園教諭については､ 文部科学省
の定めた ｢教員のライフステージと研修｣ モデルに
基づき､ 国レベルの中堅・教頭・校長研修､ 都道府
県レベルの初任者研修・10年経験者研修等 ｢法定研
修｣､ 教職経験に応じた､ ５年経験者研修・20年経
山下由紀恵 三島みどり 名和田子：しまね子育て支援専門職カンファレンスにおける研修ニーズ調査の分析 － 71 －
験者研修等諸々の研修が設定されている｡ さらに､
国は平成22年１月29日の少子化対策会議で ｢子ども・
子育て新システム｣ の検討を開始しており､ ｢保育
士｣ ｢幼稚園教諭｣ の両方の免許・資格の併有をさ
らに推し進めている｡ このような状況で､ 就学前保
育・教育専門職者の研修はいかにあるべきか､ ｢子
育て支援｣ に焦点を当てつつ､ 今後は､ 新システム
と合わせて､ 本調査で明らかとなったキャリア成長
モデルの第１段階から第３段階までに焦点を当て､
現場研修の推進体制を構築する必要があるだろう｡
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